
フェニックス少額短期保険株式会社 
 

平成 21年度（平成 22年 3月 31日現在）貸借対照表 
（単位：千円） 

資	
 	
 	
 	
 	
 産 金	
 額 負債及び純資産 金	
 額 

（資産の部） 
現金及び預貯金 
	
 現金 
	
 預貯金 
有価証券 
有形固定資産 
無形固定資産 
	
 ソフトウェア 
貸付金 
その他資産 
	
 未収金 
	
 前払費用 
	
 未収収益 
	
 預託金 
	
 創立費 
	
 開業費 
	
 貸倒引当金 
	
 その他の資産 
繰延税金資産 
供託金 
 

 
40,010 

188 
39,821 

－ 
－ 

13,378 
13,378 

－ 
11,123 

2,214 
257 

2,352 
300 
773 

5,000 
△7 
231 

8,356 
10,000 

 

（負債の部） 
保険契約準備金 
	
 支払備金 
	
 責任準備金 
代理店借 
社債 
その他負債 
	
 未払法人税等 
	
 未払金 
	
 未払費用 
	
 預り金 
退職給付引当金 
役員退職慰労引当金 
価格変動準備金 
繰延税金負債 
負ののれん 

負債の部	
 合計 

 
4,896 
1,337 
3,559 
1,500 
－ 

2,576 
182 

18 
2,286 

89 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

8,974 

（純資産の部） 
資本金 
新株式申込証拠金 
資本剰余金 
利益剰余金 
利益準備金 
その他利益剰余金 

自己株式 
自己株式申込証拠金 
株主資本合計 
その他有価証券評価差額金 
繰延ヘッジ損益 

 
100,000 

－ 
－ 

△26,105 
－ 

△26,105 
－ 
－ 

73,894 
－ 
－ 

  土地再評価差額金 
評価・換算差額等合計 
新株予約権 

純資産の部	
 合計 

－ 
－ 
－ 

73,894 

資産の部合計 82,868 負債及び純資産の部合計 82,868 
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 損益計算書 

（単位：千円） 

科	
 	
 	
 	
 	
 目 金	
 	
 	
 額 

経常収益 
保険料等収入 
保険料 
再保険収入 

資産運用収益 
	
 利息及び配当金等収入 
その他経常収益 

57,170 
27,280 
27,280 

－ 
19 
19 

29,869 

経常費用 
保険金等支払金 
	
 保険金等 
責任準備金等繰入額 
	
 支払備金繰入額 
	
 責任準備金繰入額 
資産運用費用 
事業費 
	
 営業費及び一般管理費 
	
 税金 
	
 減価償却費 
退職給付引当金繰入額 

その他経常費用 

59,797 
3,191 
3,191 
3,033 
1,337 
1,696 
－ 

51,808 
49,110 

1,558 
1,139 
－ 

1,764 

経常損失 2,627 

特別利益 
	
 価格変動準備金戻入額 
	
 その他特別利益 

7 
－ 
7 

特別損失 
価格変動準備金繰入額 
その他特別損失 

－ 
－ 
－ 

税引前当期純損失 
法人税及び住民税 
法人税等調整額 
法人税等合計 
当期純損失 

2,620 
182 
△69 
112 

2,733 

	
 

平成 21年	
 4月	
 	
 1日から 
平成 22年	
 3月	
 31日まで 



	
 

フェニックス少額短期保険株式会社 
注記事項	
 

１	
 事業年度末日において、財務指標の悪化の傾向、重要な債務の不履行等、財政破綻

の可能性その他株式会社が将来にわたって事業を継続するとの前提に重要な疑義を

抱かせる事象または状況は存在していません。 
２	
 貸倒引当金は、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については法人税の

規定に基づく法定繰入率により計上しています。 
３	
 消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。ただし、資産に係

る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については前払費用に計

上して 5年均等償却を行っています。 
４	
 責任準備金は、保険業法第 272条の 18に準用する第 116条の規定に基づき算定した

額を計上しています。 
５	
 無形固定資産に計上しているソフトウェアの減価償却の方法については、利用可能

期間（5年）に基づく定額法により行っています。減価償却累計額は 1,485千円です。 
６	
 創立費と開業費の減価償却の方法については、5年で定額法により行っています。創

立費の減価償却累計額は 515千円、開業費の減価償却累計額は 2,500千円です。 
７	
 関係会社に対する金銭債務の総額は 185千円です。 
８	
 繰延税金資産の総額は、8,356 千円です。発生の原因別内訳は異常危険準備金 390

千円、繰越欠損金 7,966千円です。また、当事業年度における法定実効税率は 25.20%
です。 

９	
 1株当たりの純資産額は、36,947円 47銭です。 
１０	
 1株当たりの当期純損失の額は、1,366円 85銭です。	
 
１１	
 保険業法施行規則第 211条の 37第 1項第 3号ロ(9)に規定する比率（ソルベンシー・

マージン比率）は 9,034.8％です。 
１２	
 事業年度の末日後、翌事業年度以降の財産又は損益に重要な影響を及ぼす事象は発

生していません。 
	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 


